
複雑多様化する行政ニーズや地方分権における基礎自治体への権限移譲に的確かつ効率的に対応するため、広域で
事務を実施することが効率的・効果的な事務について、積極的な広域連携を推進し、効率的・効果的な行政運営及び地
域の活性化を図る。

・国や大阪府の広域行政、権限移譲などの情報を収集し、広域連携の調査研究を行うとともに、権限移譲への
対応や、南河内地域、近隣市町村などの共通課題に対応し、適切な広域連携を推進する。
・河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の３市２町１村で構成する南河内広域連
携研究会や、河内長野市、橋本市、五條市で構成する広域連携協議会において、更なる広域連携の取組みを
調査研究し、広域連携を推進する。

今後の
方向性

広域連携による行政サービスを推進する広域行政
自律協働都市

施
策
の
大
綱

総合政策部政策企画課

事業： 広域行政推進事業 0370

05

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

本事業は、広域行政の推進に非常に貢献している。

A

更なる広域連携を図ることで、効率的・効果的な行政運営及び地域の活
性化が必要である。

A
A

B

目

標

複雑多様化する行政ニーズや地方分権における基礎自治体への権限移譲に的確かつ効果的に対応するため、広域で
事務を実施することが効率的・効果的な事務について、積極的な広域連携を推進し、効率的・効果的な行政運営及び地
域の活性化を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

2,528

202

0.30

0.00

202

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 53

23

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

215

215

0

0

0

7,129

0.90

0.00

151

65

-13

-13

0

0

0

-4,601

-0.60

0.00

-98

-42

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

2,326

0

事業費（決算額） 202

6,914

0

215

-4,588

0

-13 (千円)

 (千円)

 (千円)
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